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ASEAN and India and other emerging market countries, GDP and foreign exchange 
reserves showed a rapid growth, the development of these emerging markets have received 
widely attention. Therefore, Taiwan's SMEs need to diversify risk and discover new 
perspectives overseas market demand, to expand in emerging markets. In addition, 
Taiwan's SMEs have always been more to OEM production mainly in supply chain 
management and so on, although have built a certain degree of competitive advantage, but 
in the new market or product development capabilities and marketing capabilities and 
brand is relatively weak. Therefore, taking "international cooperation strategy" to expand 
in emerging markets will be the more effective of strategic thinking for Taiwanese SMEs. 
This paper Suggests that Taiwanese SMEs to explore how to expand in emerging markets 
through international cooperation strategy to get over overseas market difficulties and 
then break back towards growth path.
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1．はじめに
中小企業は台湾の経済を世界市場に導く原動力である。1960 年代より、当時の中小企業の経
営者は自身の冒険精神を頼りに、「アタッシュケース」一つを手に単身世界各地を駆け回って
注文を取り、台湾に大量の外貨をもたらした。これは台湾経済高度成長の基礎を築いた。そこ
で、「中小企業が外向け、大企業が内向け」の流行語もたちまちのうちに広まった（吳惠林、
周添城、1988）。当時の台湾中小企業は単独で訪問あいは貿易会社と協力する方法で、ヨーロッ
パやアメリカ、日本など先進国から部品加工や組み立ての委託業務を引き受け、その中から高
品質製品の製造能力を培った。1980 年代以降、中国の改革開放政策により、多くの中小企業を
中国投資工場設置に向けさせたが、中国投資の初期は大量の労働力を活用するローエンドの組
立てがメインで、生産組立てに必要な原材料や部品はほとんど台湾から供給していたため、こ
れにより中国がアメリカに代わって台湾の最大の輸出先になった。
しかし、歴年の『中小企業白皮書』の統計資料によると、1980 年代中期以降、台湾中小企業
の海外業務直接受注の能力が低下する傾向が見られている。データによると、中小企業の輸出
貢献度（全企業の総輸出額に占める中小企業の割合）は 1986 年の 66.37％から 1997 年の
26.42％に下がり、2013 年は 14.48％まで下がった。2015 年に 15,21％にやや盛り返したが、依
然に低空飛行が続いている。
近年は世界的な金融危機、ヨーロッパの債務危機、及び日本の 311 東北大地震や津波による
電力不足等の要素が影響する下で、ヨーロッパやアメリカ、日本などの先進国市場の先行きは
もはやかつての様相はなく、台湾中小企業の海外受注機会に影響している。さらに、2000 年以
降、中国経済の成長減速、賃金上昇、騰籠換鳥（産業構造調整）政策、及び地元メーカーの台
頭などの要素により、台湾中小企業の中国に対する投資意欲が以前ほどではなくなり、近年台
湾の対中国輸出金額も大幅に低下している。これに比べて、過去 20 年以来外国企業の投資が
盛んな下で、アセアン諸国やインドなどの新興国市場の GDP及び外貨準備率が急速な成長を
示しており、これらの市場の発展が世界中から注目され始めた。従って、台湾中小企業には経
営リスクの分散という視点から、新たな市場ニーズを取り入れる必要があると考えられている。
また、台湾中小企業はこれまで多くが OEM代行生産をメインにしてきていて、海峡両岸（中
国と台湾）にわたるサプライ・チェーンの管理能力や受注取得の人脈ネットワーク等の面であ
る程度の優勢があるが、新製品の研究開発、ブランド力あるいは海外現地消費市場のマーケティ
ング能力がいささか弱いため、「国際連携」の戦略的な視点を持って新興国市場を開拓するこ
とが有効であると思われる。
そこで本稿では、台湾中小企業がどのように国際連携戦略を通じて新興国市場を開拓するか、
海外市場展開の困難点を突破して再度成長にまい進するかという問題を突き止める。以下では、
まず台湾中小企業の新興国市場の展開方向と現状を理解し、「国際連携戦略による新興国市場
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の展開」という理論フレームワークを構築する。次に、この理論視点を利用して、台湾中小企
業の国際連携戦略のケース・スタディーを行う。最後に、ケース・スタディーの結果からいく
つかの研究発見をまとめる。
2．台湾中小企業の新興国市場の展開方向
2.1　台湾中小企業が重視する新興国市場
世界銀行の経済学者 Antoine van Agtmael が 1981 年に初めて「新興国市場」（Emerging 
Market）と言う言葉を使った。いわゆる「新興国市場」とは一人当たりの年平均 GDP收入が
9,266 米ドル以下の中低収入国を指すが、これらの国は世界人口の約 80％を占め、世界 GDP
の約 20％の経済的実力を持っている。
近年、多くの学者が経済規模あいは成長力等を基準にして、新興国市場をさらにいくつかの
特定グループに分けている。アメリカのゴールドマン・サックス（Goldman Sachs）首席経済
学者 Jim O'Neilが 2001 年に出版した『Building Better Global Economic BRIC』（O'Neil, 
2001）レポートで、初めて「ブリックス 4ヵ国」（BRICs）の概念を打ち出し、ブラジル、ロ
シア、インド、中国のブリックス 4ヵ国の経済規模は 2027 年に先進七ヵ国（G7）を上回ると
指摘した。その後、日本の経済評論家の門倉貴史も「VISTA 5 か国」（ベトナム、インドネシア、
南アフリカ、トルコ、アルゼンチン）の概念を発表した。彼はこの 5ヵ国がブリックス 4ヵ国
の次に潜在力を有す新興国市場だと考えた。ゴールドマン・サックス（Goldman Sachs）の経
済調査部門はまた 2005 年のレポートの中で「ネクスト 11」（Next 11）の概念を発表し、この
11 ヵ国の GDPが 2050 年までに G7 の 3 分の 2に達すると予測した。この 11 か国はバングラ
デシュ、エジプト、インドネシア、イラン、メキシコ、ナイジェリア、パキスタン、フィリピン、
韓国、トルコ、ベトナムを指す。
表 1は台湾経済部統計処の『2012 年製造業経営実況調查報告』で、台湾 2,887 社のメーカー
に対して訪問調査した結果である。中型メーカー（100 人～ 199 人）が将来に開拓強化を期待
している主な輸出市場は、順に中国、北米、アセアン　日本、ヨーロッパ、中南米、韓国、イ
ンド、オーストラリア、ニュージーランド、中東で、小型メーカー（100 人未満）は中国、北米、
アセアン、日本、ヨーロッパ、中南米、中東、インド、韓国、オーストラリア、ニュージーラ
ンドなどを含んでいる。これにより、台湾中小製造業が直ちに開拓したい新興国市場は中国と
アセアン諸国であることが分かる。また、単一の国別標準で見た場合、インドが中国に次いで
いて、中小企業から好評を受けている新興国市場である。従って、台湾の中小企業にとって、
中国のほかに、アセアン諸国とインドが新興国市場展開の重要なターゲットであることが分か
る。表 2は台湾企業のアセアンやインドへの投資概況である。
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2.2　台湾企業の新興国市場展開の現状と問題
新興国市場の需要特徴は欧米先進市場と異なるため、台湾企業が新興国市場を開拓する場合、
それぞれ異なる市場進出の障害に直面すしている。
孫慶龍（2011）はインドなどの新興国市場開拓の「四要」を提出した。第 1の要は、「新興
国市場の跳躍型革新を認めること」である。その理由は新興国の市場は欧米市場の成長経験を
表 1　台湾中小企業の新興国市場の展開方向
単位：％
国別 合計
大型企業
（200 人以上）
中堅企業
（100人~199人）
小型企業
（未滿 100 人）
中国（ホンコウとマカオを含み） 35.23 36.46 33.39 35.03
日　本 12.32 12.43 12.75 11.99
アセアン 12.07 11.04 12.92 12.59
北　美 16.21 16.70 16.61 15.56
ヨーロッパ 10.04 10.11 9.23 10.37
韓国 1.86 1.39 3.19 1.62
中 南 美 3.75 3.90 4.03 3.49
オースドリア、ニュージーランド 1.47 1.30 1.68 1.53
インド 2.63 3.43 3.02 1.70
中　東 1.86 2.23 1.34 1.79
その他 2.56 1.02 1.85 4.34
出所：台湾経済部統計処『2012 年中華民國製造業經營實況調查報告』により整理。
表 2　台湾企業の新興国市場へ投資状況
新興国 投資状況
インドネシア
家具業、紡績業および靴製造業が中心に工場を建てた。主要な都市には台湾企業によっ
て「台灣工商聯誼會」を結成し、そして「印尼台灣工商聯誼會總會」という総会も成立
した。台湾政府はムスリム消費層（Muslim）のニーズを取り入れることが急務
ベトナム
●  外国投資金額で第四位、大企業と建設業の投資が胡志明市と同奈省に集中し、中小企
業が平陽省に集中している
● 近年の投資は北部への電子産業投資や衣類工場の投資が中心である
タイ
大企業の投資は電子、ゴム、鋼鉄、石油化学産業に集中し、中小企業は農水産物産業に
集中するが、近年は現地の自動車産業と再生エネルギー（太陽光発電システムなど）へ
の連結が戦略方向である。
マレーシア
投資業種は食品加工、卸売・小売り、電子部品産業に集中し、投資の場所はクアラルンプー
ル（吉隆坡）、ペナン（檳城）、ジョホールバル（柔佛州）が中心であり、近年は Halal
認証制度への取り組みが戦略方向である
フィリピン
投資業種は多元にわたり、コックリート、コンーミニア・ストア、化学、紡績、電子、
建設、機械設備、食品、金融保険産業などを含んでいる
シンガポール
投資業種は電子部品、半導体、物流、金融保険業に集中しており、アセアン市場進出の
資金調達及び運営センターに位置付けている
インド
サービス業の投資はニューデリーとムーバイに集中し、製造業はチェンナイ（清奈）に
集中している
出所：台湾経済部投資処『亞洲各國投資環境介紹』により整理。
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参考にし、また日進月歩の科学技術を後ろ盾にしているため、漸進型革新ではなく、跳躍型の
革新になる。第 2の要は、「最新のものが決して最高のものではないことを理解すること」で
ある。その理由は貧困がいまだ新興国市場の消費者にまとわりついている可能性があるため、
先進国の最新製品或いは考えが彼らに適用するとは限らない。第 3の要は、「必ずブランドと
販路を経営すること」である。これは現地で OEM生産に従事しても利益が少ないため、ブラ
ンドでしか企業経営の命脈を確保できないからである。第 4の要は、「土地の事情に合わせて
適当な方法を採取し、フレキシブルに経営戦略を調整すること」である。これは新興国市場の
需要或いは取引習慣は常に現地の文化或いは政治経済環境と密接に関係しているため、現地の
文化を理解し、随時運営戦略を調整することで、ビジネスチャンスをスムーズに把握すること
ができる。劉家瑜（2011）は、近年インドネシアに「中産階級」（Middle class）が現れ、8割
以上の人口がイスラム教を信仰しているため、ムスリムの生活形態を深く理解し、例えば「ハ
ラール認証」（Halal）等を取得しなければビジネスチャンスが掌握できないと指摘した。
劉家瑜（2011）は新興国市場開拓の重要なキーポイントをいくつかにまとめた。第一は、市
場調査の正確度を向上させ、新興国市場の中産階級の需要にマッチする合理的な価格で品質の
良い製品を設計することである。第二は、新興国市場の言語に精通した人材を育成し、コミュ
ニケーションの障害をなくすことで、スムーズに市場チャンスに切り込めることであある。第
三は、新興国の中産階級は新しいブランドの受容度が高く、台湾企業がブランドを発展させる
チャンスになることであり、その中で、人材不足が台湾企業の新興国市場開拓の初期における
最大の問題である。劉麗惠（2013）もまた、現地の人材を探して現地の人材を育成し、最適化
の人事配置を行うことが、新興国市場を継続経営する重要なポイントだと指摘した。例えば、
ベトナムに投資して工場を設置する場合、まず現地の従業員に対して教育訓練を行い、現地人
材の素質を向上させなければ、現地の市場需要を満足させる品質が良くて合理的な価格の製品
が生産できない。さらに、新興国市場間の自由貿易協定（FTA, Free trade agreement）を善
用して他国の新しい商機を派生させることも考慮しなければならない。例えば、タイとミャン
マー双方の貿易投資関係は 2015 年の「アセアン経済共同体」（ASEAN Community）成立後
にさらに密接になった。また、ミャンマー政府が近年市場開放政策を推進していることが加わ
り、タイ市場開拓でミャンマー市場に進出するチャンスも把握できる。
藍科銘（2012）は、台湾企業がインドネシアで自動車や二輪車などのメンテナンスにかかわ
る消耗部品の供給市場（AM, After market）に展開する場合、特に売掛金回収問題に注意しな
ければならない。AM市場の販売業者や自動車メンテナンス業者は善悪入り混じっているため、
華人系の同郷会を主とする「関係圏」に加入して、人脈情報を取得することで、信用の良好な
AM販売業者が選別でき、売掛金回収の安全問題が避けられると指摘している。
以上のことから、台湾企業が新興国市場の戦略を策定する場合、ブランドイメージ向上、安
い価格で品質の良い製品の特徴、販路開拓人材の獲得、及び「華人関係圏」と接する人脈ネッ
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トワークの構築などの重要な元素を把握することで、台湾企業がスムーズに新興国市場のビジ
ネスチャンスをはじめて取ることが可能であろう。
3．中小企業の新興国市場展開の「国際連携戦略」の理論視点
大企業に比べ、中小企業は資金、人材、及び情報取得能力等の面で多くの制約があり、制約
を受ける情況下で市場を開拓しなければならない。従って、海外の新興国市場を開拓する場合、
どのように国際連携のプロセスを通じて相互補完性の外部資源を結び付けるかが、成功するた
めの重要なキーポイントである。以下では国際アライアンスに関する文献を整理して、中小企
業の国際的提携によるアジア新興国市場展開の理論基礎を理解する。
Wernerfelt（1984）、Rumelt（1984）、Barney（1986；1991）、Dierickx and Cool（1989）、
Conner（1991）や Peteraf（1993）などの学者が提出した「資源ベース理論」（Resource-based 
view）は企業を各種資源の集合体とし、その所有する異なる有形及び無形の資産は不完全な流
動性や模倣が困難な特徴を持っているため、その企業に産業の中で独特な比較利益と競争優位
を持たせた。そして異なる企業は成長の過程で、その他の企業の蓄積した資源に対して補完的
なニーズがある場合に、連携あいはアライアンスを行う。
企業連携戦略（戦略的な提携、アライアンス）とは 2社あいは 2社以上の会社が、お互いに
資源依存のニーズが存在する場合に、正式な契約により提携を行ており、これは合併（M&A）
あいは短期的な取引関係ではない。アライアンスの成立により、双方は資源の交換、知識の交
流、学習共同創造等ができ、共同目標を達成する（Killing, 1983; Porter & Fuller, 1985；山倉
健嗣、 2001）。
1980 年代初期より、異なる国籍企業のアライアンス（ISA, International strategic 
alliances）が急速に増えてきた。1980 年から 1990 年までの 10 年間で、日本とアメリカのメー
カーは約 500 件の企業提携を発展させた（Oster, 1994）。国際アライアンスの件数は 1989 年よ
り 1999 年までで 5倍に増加し、その中で最も顕著な例はスターアライアンス（Star Alliance）
で、それは世界各国の主要航空会社が構築した戦略的な提携である（Kang & Sakai, 2000）。
Chen（2003）は、企業は国外の同業社とのアライアンスで外国市場に進出し、運輸や取引コ
ストが低減でき、また提携企業の物流ネットワークが使用できるため、お互いの競争程度が減
少する。また、企業がアライアンスあるいは連携戦略を結んだ後の発揮できるシナジー効果は、
資源の補足による価値創造プロセスを確保して、お互いの競争優位を維持することにある。
Chang & Chen（2008）は 1989 年から 1999 年までの日米企業によるアライアンス状況に対し
て分析を行い、その結果、アライアンス形成後の会社は 3年で全体運用業績が全て大幅に向上
し、特に中小企業のパフォーマンスが著しく進歩したと指摘した。
企業間の経営目標が異なることから、国際アライアンスの目的は経営免許授権、現地代理販
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売権、技術移転、或いは共同生産活動従事を追求する可能性がある。アライアンスの形成は、
各企業異なる需要に基づき、その提携参与の理論観点には相互補完性資源の取得、取引コスト
低減、核心能力強化、及び相互学習が含まれる（Williamson, 1985；山倉健嗣、2001）。
事実、国際アライアンスのメンバー企業はお互いすでに提携関係にあり、また競合対手でも
ある。従って良好な信頼関係をどのように維持させるかも非常に重要な課題である。信頼関係
の構築は 3つの方向性で達成できる。それは、交渉過程で信頼関係を継続に維持すること、お
互いの企業文化、国際社会のバックグランドに対して信頼感を生むこと、協議調印を通じて明
確なメカニズムを設計し、お互いの投機行為を減少させて信頼を築くことを含んでいる
（Parkhe, 1998）。
国際アライアンスの効果は販売業績、利益能力、技術革新、ブランドイメージ優良化、市場
進出パイプの多寡、コストダウン等のそれぞれ異なる面を評価標準にできる。また、国際アラ
イアンスに携わる企業は異なる国や地域のバックグランドと異なる産業発展背景をもつため、
それぞれ異なる優先順位で国際連携戦略がどのような効果を生み出しているかを検討しなけれ
ばならない（Kotabe, Teegen, & Aulakh, 2000）。
以上のことから、国際アライアンスあるいは国際連携戦略が成功するキーポイントが、相互
補完性のある資源の取得、シナジー効果の創造、連携企業間の良好なコミュニケーションと調
整体制、契約締結の明確性、及び信頼関係の構築と維持などにあることがわかる。特に相互補
完の分業関係と信頼関係の構築は、参加メンバー企業が新興国市場展開の目的を達成すること
に不可欠な要素である。以上の内容をまとめると、台湾中小企業が国際連携戦略（国際アライ
アンス）を通じて新興国市場に展開する理論的な視点を図 1に描くことができる。
図 1　台湾中小企業の国際連携戦略による新興国市場展開の理論視点
出所：筆者作成。
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4．台湾中小企業の国際連携戦略のケース・スタディー
近年来、多くの台湾の優良中小企業が、新興国市場開拓に対して蓄積してきた国際連携の経
験は、参考に値するため、以下 7事例を選んで分析する。
4.1．廣化 科技とフィリピン代理店の連携によるフィリピン半導体関連設備市場の展開
廣化科技株式会社（3S Silicon tech., Inc.）は 2008 年に設立し、高功率器件（Discrete 
power devices）、ダイボンダ（Die Bonder）などの半導体設備の開発と製造業務を行い、2012
年台湾経済部中小企業処の第 15 回小巨人獎を受賞した優良な中小企業である。
廣化社が現在主に開拓している新興国市場はフィリピンである。その主要顧客は欧米の大手
半導体メーカーで、これらの大手メーカーはすでに十数年前からフィリピンに投資して工場を
設置している。これらの現地工場の経営形態も次第に現地化の特色を示してきていて、会社の
管理職は多くがフィリピン現地人であり、これらの会社から受注するためには、フィリピン現
地の代理店の力を借りなければならない。従って、廣化社はフィリピン現地の代理店と連携す
る国際連携戦略に取り組んでいる。その連携の仕方には、廣化社が技術と設備の提供の責任を
負い、代理店が仲介役としてアフターサービスや売掛金回収、現地の新たな顧客開発の責任を
負うことで、双方がそれぞれの役目を果たし、共同でフィリピン市場を開拓した。
廣化社とフィリピンの代理店が成功した連携戦略の、最も重要なことは信頼の基礎を築いた
ことである。フィリピン代理店の経営者はアメリカ国籍のフィリピン人で、廣化社の経営者と
共同創業の経験があることから、早くに深くて厚い関係を築くことができたため、長きにわたっ
て良好な信頼関係を維持している。特に、売掛金回収については、良好な信頼関係がなければ、
達成できない。
廣化社はフィリピン代理店を仲介役に、フィリピン現地の顧客メーカーと接触することで、
言語や文化の溝を効果的に減少でき、顧客との調整コストの低下が図れるため、廣化社は自社
の経営資源を研究開発や生産業務に集中できた。代理店は廣化社の良好な情報フィードバック
のパイプ機能を果たしているため、廣化は適時に現地市場の情勢、顧客の最新需要、ひいては
競合相手の情報も掌握できる。また、現地代理店のメンテナンスや故障問題の解決などの技術
能力も廣化社は重視している。代理店が技術サービス能力を備える重要性は、顧客が基本的な
メンテナンス問題に遭遇した場合、代理店が廣化社に代わって排除できるとことにある。即ち、
小さな故障問題は代理店が自ら解決できるため、どんな問題でも全て廣化社が技術担当者を派
遣して処理する必要がない。そうでなければ、アフターサービスのコストが非常にに高くなっ
てしまうのである。
廣化社とフィリピン代理店の連携戦略によるフィリピン半導体設備市場の展開モデルは図 2
に示す。
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4.2．久裕社興業と歐美デイナイン・ハウスの連携による東南アジア自転車部品市場の展開
久裕興業科技株式会社（JOY. INDUSTRIAL CO., LTD）は 1971 年に創業した自転車のギア
ステーションの専門製造メーカーであり、2009 年に台湾経済部の第 18 回「國家磐石獎」、2012
年第 15 回「小巨人獎」などを受賞した優良な中小企業である。
久裕社が以前東南アジア市場を開拓した時は、主に東南アジアの華人系メーカーからローエ
ンドの機械加工部品の OEM生産を引き受けていた。久裕社の成長の前 10 年は東南アジア市
場の経営に努力していたが、当時顧客メーカーが競合相手に変わる情況に遭遇したため、次第
にその海外市場の目標を欧米や日本、中国市場へに移行した。そして、これらの市場に展開す
る過程で、「Novatech」や「FACTOR」などギアステーションの世界ブランドイメージを築い
てきた。近年、久裕社は再び東南アジア市場に戻ってきたが、その戦略の考えは欧米のデザイ
ン会社と提携することで、供給する製品もハイエンド自転車に装着するギアステーションとフ
レームを一体化する車輪モジュールに転換した。
自転車は東南アジア市場で、すでに伝統的な代用車としての役割からスポーツ・ファッショ
ンの象徴に変わり始めているため、耐用性のある品質のほか、材質や外観のデザインも現地消
費者が自転車を購入する際に重要な考慮要素となっている。顧客の要求に満たす製品を製造す
るために、久裕社は欧米の工業デザイン会社との提携を通して、最新のスポーツファッション
情報を吸収し、共同で新しい材質の研究（カーボン繊維、木質材質等）、外観デザイン（風力
抵抗のデザイン等）、マーケティング戦略の構築（ブランド・マーク）などを行い、ブランド
イメージを向上させて、東南アジア市場のハイエンド自転車部品市場を開拓した。久裕社と提
図 2．廣化 科技とフィリピン代理店の連携によるフィリピン半導体設備市場の展開モデル
出所：会社インタービューをもとに筆者作成。
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携する欧米のデザイン専門のベンチャー企業にはいずれもデザインチームがあり、即時に各種
の最新自転車技術情報を久裕社にフィードバックしており、双方もまた国際展示会やリアルタ
イムのテレビ会議を通じて、製品の研究開発やデザインについて検討を行っている。また、東
南アジア市場の状況について、久裕社と欧米のデザイン会社、及び東南アジア現地の代理店は
毎週定期的にテレビ会議を行い、現地市場の消費動向を理解しており、それを製品の材質や外
観デザインに反映させている。
久裕社はほかの市場で培ったグローバルなブランド力と高品質の製造能力に基づき、再び東
南アジア市場に戻ってきた時、現地市場の自転車メーカーは自転車に使われるギアステーショ
ンについて、久裕社ブランドの製品を指定し始めた。久裕社のギアステーション製品のブラン
ドは現在現地自転車メーカーの自転車製品にも標示されているため、現地消費者にそのグロー
バルなブランド・イメージを直接に意識させた。そのことによって、久裕社のブランド力が現
地自転車メーカーの自転車製品に「共同ブランドの価値」を生じさせ、さらに多くのビジネス
チャンスを作り出している。
久裕社と歐美デイナイン・ハウスの連携による東南アジア自転車部品市場の展開モデルは図
3に示す。
4.3．祺妈社とセノー（Senoh）の連携による東南アジア医療機器市場の展開
祺妈株式会社（Chi Hua fitness Co., Ltd.）は 1997 年に創立し、リハビリ医療機器、スポー
ツ器具の磁石制御装置、メーターおよび電子制御装置などのコア・モジュールを設計・製造す
るメーカーである。祺妈社は台湾、アメリカ、ドイツ、中国で磁石制御装置の特許を取得した。
図 3．久裕社興業と歐美デイナイン・ハウスの連携による東南アジア自転車部品市場の展開モデル
出所：会社インタービューをもとに筆者作成。
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2012 年に経済部中小企業処の第 15 回「小巨人獎」などを受賞した。
祺妈社のリハビリ医療器材発展は Senoh社（セノー）との提携関係に遡ることができる。
Senoh社は世界的に有名なリハビリ医療機器メーカーで、祺妈社と Senoh社の取引関係はす
でに 20 年の歴史があり、主に祺妈社が発電機関連部品を Senoh社に提供していた。
Senoh社はリハビリ医療器材の研究開発にはすでに 10 数年の経験があり、長期に渡って大
量の研究費用を投入してきたが、知らず知らずのうちに生産コストが上がっていた。2008 年に
世界的な金融危機が発生した背景で、Senoh社はリハビリ医療器材の価格が高く、消費者の製
品購入を呼び込めずに、自社のコストが吸収できないことを実感したことから、かねてより取
引関係があった祺妈社と提携することにした。
両社の連携戦略は、まず Senoh社がリハビリ医療器材の設計規格及び東京大学と研究し完
成させた人体運動生理医学関連の分析データを祺妈社に提供し、そのあとに祺妈社が量産した
製品を Senoh社に売り戻す。次に Senoh社がこれらの製品を日本の住宅団地に付設されてい
る「十坪ジム」１）に販売しながら、団地の高齢者にも予防医学関連サービスを提供している。
その連携が進んでいるうちに、祺妈社は生産プロセスの改善を行い、また台湾の中山大学医
学院と産学提携でソフトウエアの操作機能を改善し、且つ定期的に Senoh社の顧問に技術指
導を仰いだ。Senoh社も日本の使用者の経験を祺妈社にフィードバックした。このように量産
と製造プロセスの改善を通して、祺妈社はリハビリ医療器材の生産コストを従来の 6割程度に
下げた。そのコスト削減が販売価格に反映されることによって Senoh社の日本での販売量も
大幅に向上した。
祺妈社も日本以外の市場にそのビジネスチャンスの可能性を考案して、その「十坪ジム」と
リハビリ医療器材をアセアン市場にも展開している。特にアセアン諸国では貧富の差が大きく、
裕福層と中間層にとって、リハビリ医療器材はかなりの需要があり、またタイの政治経済発展
は安定しているため、タイを第 1のテスト・マーケット（Test market）に定め、将来はベト
ナムなどの他のアセアン市場にも展開していく。
祺妈社とセノー（Senoh）の連携による東南アジアのリハビリ医療機器市場の展開モデルは
図 4に示す。
4.4．樹德企業とインド代理店の連携によるインド医療用収納道具市場の展開
樹德企業株式会社（SHUTER enterprise Co. Ltd.）は 1969 年に創立した、台湾代表的な収
納道具の専門設計・製造メーカーであり、「SHUTER」、「livinbox」と「Orin」などグローバ
ルなブランドを確立した。2012 年に台湾経済部の第 21 回「國家磐石獎」、2012 年第 15 回「小
巨人獎」などを受賞した。
樹徳社は近年アジアの新興国市場を積極的に開拓していて、特にインド市場を当面の目標に
している。樹徳海外事業部の責任者は、当初インド市場開拓の機会は、2000 年より参加を始め
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た海外展示会に遡ることができる。当時インドの展示会に参加した時、ある代理店が樹徳社の
製品の品質に対してかなり好意を示し、少量の代理販売業務からスタートした。その代理店は
自身のインドにある人脈とマーケティング手法を運用して、樹徳社の製品をインド現地のニッ
チ市場、例えば病院、薬局、大学実験室、検査実験室などに導入することに成功した。しかも
現地で安全品質をアピールする高付加価値製品のブランド・イメージを確立した。
数年の提携成功経験を経て、両社は長期的な信頼関係も築いた。高い信頼程度に基づき、そ
の代理店は樹徳社と何ら資金関係はないが、会社内部の従業員にお制服は全て台湾本社と同じ
デザインの赤い制服を採用し、会社名も「SHUTER」に改めた。しかも自主的に現地市場動
向や顧客の使用状況等の情報をフィードバックして、製品設計やマーケティング戦略の提案も
提供した。これに対して、樹徳社も製品の解説ビデオを制作し、インド代理店の営業員に教育
訓練を行った。例えば、組立ての標準手順、設置提案図（雰囲気図）などで、ビデオによる訓
練を通じて、軽微な品質問題が発生した場合も、代理店の従業員は全て自分たちで処理できる
ようになり、改善提案を樹徳社の研究開発チームにフィードバックするようになった。
また、台湾とインドの商業習慣は違い、売掛金回収時間の問題に関して、明らかな意見の違
いがあったが、お互いに理解し、柔軟に対処している。樹徳社の経営者は、「インドの代理店
が樹徳製品の特性及びインド現地の顧客需要についてかなり理解しているため、効果的に樹徳
の高い安全性があり高品質な製品をインドの医療用収納製品のニッチ市場に深く植えこんでい
る」と話した。
樹德社とインド代理店の連携によるインド医療用収納道具市場の展開モデルは図 5に示す。
図 4．祺妈社とセノ （ーSenoh）の連携による東南アジア医療機器市場の展開モデル
出所：会社インタービューをもとに筆者作成。
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4.5．和椿科技とオイレス工業の連携によるタイ軸受製品市場の展開
和椿科技株式会社 （Aurotek Corporation）は 1980 年に創立した自動化設備とその部品の専
門製造メーカーである。当社は創立初期に日本自動化設備とその関連部品の輸入を中心に事業
を展開し、今は軸受け（自己潤滑ベアリング）、制御装置、PCB実装機、ロボットなどの自動
化関連装置を幅広く生産するメーカーになっている。2001 年に台湾経済部の第十回「國家磐石
獎」、第四回「小巨人獎」および第八回「創新研究獎」を受賞した。
和椿社は創立当初から、日本の OILES工業株式会社と提携関係があり、1981 当時は主に
OILESの自己潤滑ベアリングを輸入し代理販売していた。そして1988年にOILESと合資で「自
潤元件株式会社」を設立し、台湾で自己潤滑ベアリングを生産した。近年、OILESはさらに
和椿にタイで合資工場を設置し、現地の自己潤滑ベアリングが必要な顧客を開拓しようと要請
した。現在、タイの合資工場は OILESが運営の責任を負い、研究開発と生産業務を行ってい
るが、和椿社は別途タイにマーケティング子会社を設立してその現地販売とアフタサービス業
務を行っている。和椿のタイ・マーケティング子会社の責任者も OILESが運営するタイ合資
工場の役員で、双方は緊密なパートナー関係を維持している。
OILESがタイの合資工場を運営する上で最大のネックは言葉の障害である。特に現地の顧
客と購買契約文書を締結する時、必ず信頼できるタイ語の通訳を探さなければならない。従っ
て、和椿タイ・マーケティング子会社も現地タイ国籍の中華系の人を雇って、取引契約内容を
検査させている。また、和椿のタイ・マーケティング子会社も OILES自己潤滑ベアリングを
購入した現地の顧客と訪問し、使用状況や問題を理解し、随時 OILESが運営するタイ合資工
図 5　樹德企業とインド代理店の連携によるインドの医療用収納道具市場の展開モデル
出所：会社インタービューをもとに筆者作成。
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場に現地顧客の要求や意見をフィードバックしており、OILESの開発人員に製品規格設計上
の改良を行わせ、タイ現地の顧客メーカーの要求に合う製品を製造させている。また、OILES
も日本の品質管理制度をタイ合資工場に導入し、タイ現地の従業員を教育訓練することで、タ
イ合資工場が生産する自己潤滑ベアリングの品質を向上させている。それは和椿社の現地営業
活動に後顧の憂いがないようにしている。
和椿科技とオイレス工業の連携によるタイ軸受製品市場の展開モデルは図 6に示す。
4.6．維鍇實業と日新リフラテックの連携によるタイ鋳物市場の展開
維鍇實業株式会社は長年に日本の日新リフラテック株式会社の坩堝（るつぼ）を台湾とタイ
に代理販売している。
維鍇社と日新リフラテック社には 20 年以上の代理販売提携関係がある。両社に資本関係は
ないが、維鍇社はあたかも日新のアジア地域営業本部のようである。維鍇の提携関係は 1986
年に始まった。当時日新社には海外業務を開拓する考えはなく、また海外市場を開拓する人材
もなかった。維鍇社は最初にサンプルを購入する形で、日新社の坩堝製品を台湾で販売した。
様々な努力を経て、ようやく台湾鋳造業者の好評を得て、双方が正式に提携する契機になった。
当時、日新社の黒熊印坩堝は台湾で全く知られてなく、製品の規格と顧客の需要の間には格差
があったため、日新社は維鍇社の提案を受け入れて、製品規格を改良し、ようやく台湾市場の
占有率を拡大することができた。このように日新社の台湾における「黒熊印坩堝」のブランド
イメージが確立したのである。
両社は台湾以外の東南アジア市場でも良好な提携関係を維持している。維鍇社は 1990 年代
図 6．和椿科技とオイレス工業の連携によるタイの軸受市場の展開モデル
出所：会社インタービューをもとに筆者作成。
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より東南アジア市場に販売拠点を設立し、日新社の東南アジア市場の開拓に協力している。
2006 年日新社がタイに工場を設置して現地の日商に坩堝を提供し始めると、工場に隣接した維
鍇のタイ子会社は日本企業以外の現地顧客に需要に対する責任を負い、日新社のタイ工場設立
に伴う資金回収リスクを低減した。両社が提携して新興国市場を開拓する相互補完機能には、
維鍇がマーケティングや見積り提出、アフターサービス、顧客の使用意見に対する回答の責任
を負い、日新社が製品の研究開発や改良、製造生産活動の責任を負っている。この補完分業の
メカニズムの下で、両社は「さらに多くの品質の良い製品を製造し、さらに多くの顧客を得る」
方向に前進させた。このように、両社も深くて厚い信頼関係を築いたことになり、様々な連携
活動では代理委託書がないばかりか、契約書もないと言われている。維鍇社の黄董事長は、「私
利私欲がなく、誠意をもって対応する。どんな問題も私心を挟まず誠意をもって討論する。こ
のような信頼関係がどんな契約書よりも重要だ」と指摘した。
維鍇社と日新リフラテックの連携によるタイ鋳物市場の展開モデルは図 7に示す。
4.7．三聯科技と多摩化学工業の連携によるシンガポール化学薬品市場の展開モデル
三聯科技株式会社（San Lien Co. Ltd.）1967 年に創立し、建設工程関連監視設備、半導体
や液晶設備の専門製造メーカーであり、2000 年以後半導体・液晶用現像液など化学薬品分野に
多角化した。1995 年に第四回「國家磐石獎」を、2002 年から四年連続に台湾経済部の「中小
企業組織學習獎」を獲得した。
三聯科技社の創始者である林栄渠氏はかつて日本で研修し、直接工場で操作を体験したこと
から、多くの日本メーカーと知り合いになり、その後の創業や日本企業と提携する契機を築い
図 7．維鍇實業と日新リフラテックの連携によるタイ鋳物市場の展開モデル
出所：会社インタービューをもとに筆者作成。
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16 魏　　聰哲：台湾中小企業の国際連携戦略による新興国市場の展開
た。1990 年代以降、台湾の半導体産業に必要な化学試薬（例えば、現像液、薄膜形成材料、洗
浄液等）は輸入に頼っていたため、三聯科技社は国外の技術を導入して台湾で生産しようと考
えた。この時ちょうど、日本多摩化学工業株式会社（Tama chemicals co.,Ltd.）が台湾で代理
店を探していて、人脈を介して三聯科技社と接触した。そこで両社はお互いの良好な信用と経
営方向に対する理念が一致するなどの理由に基づき、各自 50％ずつ出資する方式で、台湾の合
資工場を設立することを決めた。そして 1996 年三聯科技社と日本の多摩化学工業社が合資し
た「多聯科技株式会社」が成立した。この合資会社の主な業務内容は半導体や光電産業に必要
な高純度化学薬品の生産で、また日本多摩化学の実験室用高純度化学試薬なども代理した。
多聯科技社の設立当初に、多摩化学工業社が技術の研究開発と品質管理制度導入の責任を負
い、三聯科技社が人力資源、財務会計、及び情報管理システム構築の経験を提供した。両社の
協力で、多聯科技が半導体用高純度洗浄剤、薄膜形成材料の製造生産及び販売等主要業務活動
を順調に運営することができた。多聯科技社には工場長や少数の幹部が日本人であることを除
き、多数の台湾現地の従業員を採用したため、人事管理費が低減しただけではなく、台湾人の
従業員が教育指導を受ける過程で、日本式の品質管理システムを台湾工場に深く根を下ろすこ
とができた。これに対して、三聯科技社は情報管理システムや財務会計処理効率面でのパフォー
マンスが日本より成熟していたため、三聯科技社が多聯科技社の財務会計制度や情報管理シス
テム構築に協力し、これらの知識はさらに多聯科技社を通じて多摩化学工業社にフィードバッ
クされた。こうして、三聯科技社と多摩化学工業社は多聯科技社を通じて日台企業間の知識
フィードバック・メカニズムを構築した。
多摩化学工業社にとって、多聯科技社は台湾半導体及び光電産業の化学試薬市場を開拓する
重要な拠点であるばかりではなく、アジア新興国市場、特にシンガポール市場に展開する運営
センターでもある。シンガポール市場について、多聯科技社は現地の華人企業と折半出資でシ
ンガポールの工場を設置し、現地の半導体メーカーの化学試薬市場を開拓している。シンガポー
ル工場設立の初期に、台湾市場で成功した日台連携の経験を活用して、シンガポール現地の華
人系企業が生産業務の責任を負い、多聯科技社が技術移転や品質管理生動の導入に協力して、
いわゆる「（台湾＋日本）＋シンガポール」の運営モデルを形成させた。具体的に言うと、台
湾の多聯科技社がシンガポール工場の従業員の教育指導に協力して、品質管理制度及び技術
サービス方式等を指導し、シンガポールの華人企業が現地の人脈ネットワークを活用して新た
な顧客を獲得する。これからもシンガポール市場のほかに、インドやアセアン諸国の半導体製
造メーカーのニーズも取り入れると計画している。
三聯科技社と多摩化学工業社の連携によるシンガポール化学薬品市場の展開モデルは図 8に
示す。
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5．まとめ
本稿は国際連携戦略の理論枠組みに基づいて、台湾中小企業の国際連携による新興国市場の
展開モデルを探究した。台湾中小企業は産業属性の違いにより、他国企業パートナーとの提携
を通した新興国市場の展開モデルも違ってくる。台湾中小企業は主に自身の華人圏のネット
ワーク、生産や SCM調達能力を、欧米ベンチャー企業のデザインとブランド創り能力、日本
の品質管理と技術開発能力および新興国市場の現地企業の販売サービス能力と補完的に結びつ
けたうえて、東南アジアとインドという重要な新興国市場に新たなビジネスを展開しているこ
とが分かった。
本稿のケース・スタディーで明らかになったことは次のようにまとめた。
第一に、台湾中小企業の国際連携による新興国市場の展開モデルは大きく三つの形態があり、
それぞれに新興国市場の現地企業、日本企業および欧米ベンチャー企業との連携戦略に分けら
れる。具体的な内容は表 3のように述べられる。
第二に、台湾中小企業は国際連携パートナーとの信頼関係の構築を台湾市場で先行させ、新
興国市場展開のリスクを減少させることである。中小企業が本格的に新興国市場に進出する前、
様々な場面を通じ、海外のパートナー企業と相互信頼の情誼構築を先行させることが、新興国
市場展開の共同目標の設定に有利であり、初期の挫折による連携活動の停止というリスクも解
消できる。
第三に、国際連携活動により補完的な分業関係を形成し、新興国市場における差別化優位を
図 8．三聯科技と多摩化学工業の連携によるシンガポール化学薬品市場の展開モデル
出所：会社インタービューをもとに筆者作成。
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構築することが重要である。台湾中小企業は先進国あいは新興国の企業を提携相手に選択する
にしても、すべて各自の得意な業務分野を明確に認識し、相互補完的な分業を行わなければ、
国際連携戦略のシナジー効果が生まれない。従って、国際連携活動を行いながら、お互いに資
源依存関係をいかに高めていくのかという問題を随時に考えなければならない。
第四に、自社の顧客価値を絶えずに向上させて、国際連携パートナーを引き入れて新興国市
場を共同開拓する誘因にすることが重要である。台湾中小企業は絶えず自身の製品とサービス
の品質を向上させることで、グローバルな市場で顧客の好評が得られ、それによって国際連携
パートナーが自主的に寄り付き、新興国市場のビジネスチャンスが自然に生み出されることに
なるのだろう。特に、コンテスト参加による受賞で知名度を上がることができ、国際連携パー
トナーに台湾中小企業の製品とサービスの真の価値の所在を理解させ、新興国市場開拓さらな
る自信が増える。このような動きは国の文化、言語、習慣の違いによって生じるコミュニケー
表 3　台湾中小企業の国際連携による新興国市場展開の三つの形態
連携の対象 連携の形態 連携の効果
アセアン諸国或い
はインド現地の業
者（多くが現地の
代理店や貿易会社）
● 信頼関係形成：双方の経営者は欧米等の先進
市場で共同作業をした経験がある
● 補完的な分業関係：台湾企業の研究開発、生
産技術＋現地代理店の販売、メンテナンス・
アフターサービス能力
● 目標：現地の特殊ニッチ市場のニーズに的を
絞る（医療実験或いは工業用収納ツール等）
● 現地代理店の人脈ネットワーク
を活用して、言語及び文化の溝
を減少でき、売掛金回収の問題
も解決する
● 現地代理店を通して現地市場の
顧客使用問題やニーズ関連情報
をフィードバックする
日本企業（主に大
企業と共に進出し
ていない中小企業）
● 信頼関係形成：貿易関係から共同投資関係へ
進化すること、台湾市場での成功経験が相互
の連携関係を深化すること
● 補完的な分業関係：「台湾企業の生産、購買
管理、及び現地市場の華人圏の人脈ネット
ワーク」＋「日本企業の研究開発や試作技術、
品質管理能力」
● 目標：現地の高品質製品あいはサービスの
ニーズに的を絞ること（ハイエンド医療機器、
金型等）
台湾市場で成功した台日提携によ
るハイエンド製造モデルあるいは
新たなビジネスモデルを新興国市
場に移植し、引き続き調整を行い、
現地のハイエンド市場の需要に合
う新戦略商品あいはサービスを創
造すること
欧米企業（多くが
デザイン能力を持
つベンチャー企業）
● 信頼関係形成：欧米市場で得た品質評価で、
欧米のブランド・デザイン会社の提携意欲が
向上すること
● 補完的な分業関係：台湾企業の製品製造と品
質管理能力＋欧米ベンチャー企業のブランド
づくりと工業デザイン能力
● 目標：新興国市場現地のブランドメーカーに
的を絞り、デザイン感や材質の特色がある部
品を提供して、現地顧客メーカーの製品の付
加価値をさらに向上させること
台湾メーカーと新興国市場現地の
ブランドメーカー間の「共同ブラ
ンド」のマーケティング戦略を促
進し、台湾企業の新興国市場にお
ける製造サービス能力を深化させ
ること
出所：筆者作成。
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ションの障害突破のサポートにもなり、経営面の相互信頼関係がさらに深化するようになる。
第五に、欧米など先進国市場を開拓した成果や経験を活用して、新興国市場の顧客の製品と
サービスに新たな顧客価値を与えることが重要である。台湾中小企業の多くは先に欧米や日本
などの先進市場に進出して、高品質のニーズに満足する製品の開発や製造能力を鍛えて来たこ
とで、世界の同業間で「評判が良い」企業イメージが形成されている。従って、現地顧客の製
品に自社の評価された企業イメージを付加する「共同ブランドの価値」をどのように強調する
かが、新興国市場に展開する際の重要な考慮要素になるであろう。
注
１） 日本の政府は高齢化社会の到来に対応するため、いわゆる「十坪予防医学スペース」の概念を発展さ
せた。この概念はエアロビスクや一般のフィットネスジムと異なり、東京大学小林寛道教授が提唱す
る「認知運動型訓練方法」とリハビリ医療器材設備を導入した。その目的は、全ての高齢者が便利且
つ健康に運動でき、発生する可能性がある様々な疾病を予防することにある。具体的には、10 ～ 15
坪ほどのリハビリ運動空間を提供し、リハビリ医療器材の使用を通じて、高齢者の歩行能力を増強し、
生活の行動能力を改善する。
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